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令和元年度「秦野市子ども・子育て支援事業計画」
に係る具体的支援策等実施状況報告書



計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等
計画における
令和元年度

目標確保（見込）量

各課等の
令和元年度
目標確保量

令和元年度
実績確保量

令和元年度
実施状況及び効果

今後の取組み
(第2期計画における
取組み・位置付け）

担当課等
の評価

担当課等

① ② ③ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ

    担当課等を記載しています。

    計画書掲載の、令和元年度の目標確保量です。計画において、目標確保量が数値として示されていない場合、見込量を記載しています。
    また、目標確保量・見込量がともに設定されていない場合、「－」を記載しています。

    各課等における令和元年度の目標確保量です。確保量の設定が難しい場合、「－」を記載しています。

    令和元年度の実績事業量です。数値での表記が難しい場合、「－」を記載しています。

    令和元年度の実施状況及び効果を記載しています。

    今後の取組み（第２期計画における取組み・位置付け）について記載しています。

はじめに

①　計画書掲載頁

③　具体的支援策等

④　事業内容

事業内容

④

②　計画書項目

１　目的
　　秦野市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）において、秦野市子ども・子育て支援事業計画（以下「計画」という。）における施策の実
　施状況を調査審議するために、報告書としてとりまとめ、第２期計画の推進や見直し等に反映させていきます。
２　内容
　　本報告書は住民代表や学識者、関係機関から成る会議において、事業内容の評価と改善についての検討を行い、計画の具体的支援策の実績確保量、
　実施状況及び改善点等を調査審議するものです。
３　実施状況表

    計画書の掲載頁を記載しています。

    計画書の項目番号を記載しています。

    具体的支援策等の名称を記載しています。

    事業の内容を記載しています。

⑥　各課等の令和元年度目標確保量

⑤　計画における令和元年度目標確保（見込）量

⑪　担当課等

⑦　令和元年度実績確保量

⑧　令和元年度実施状況及び効果

⑩　担当課等の評価

⑨　今後の取組み

計画どおり・計画を上回った（１００％以上）
概ね計画どおり（８０％から９９％まで）
若干異なった（５０％から７９％まで）
大きく異なった（０％から４９％まで）

    ⑤の「目標確保（見込）量」（⑤がない場合は、⑥の「目標確保量」）に対し、⑦における実績確保量について、Ａ～Ｄの４段階で評価を記
  載しています。



第４章　子ども・子育て支援施策

計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
計画における
令和元年度

目標確保（見込）量

各課等の令和元年度
目標確保量

令和元年度
実績確保量

令和元年度
実施状況及び効果

今後の取組み
(第2期計画における取組み・

位置付け）

担当課
等の
評価

担当課等

P32
4-1-
(1)

教育・保育の量の確保

　認可保育所の新・増設
（定員増含む）や公立幼稚
園の公私連携型認定こども
園化などの確保方策を進
め、平成３１年度末を目標
年次として教育・保育の場
の提供と量の確保を進めま
す。

１号認定
：２，７１７人
２号認定
：１，５１８人
３号認定（０歳）
：１５４人
３号認定（１～２歳）
：９４２人

１号認定
：２，７１７人
２号認定
：１，５１８人
３号認定（０歳）
：１５４人
３号認定（１～２歳）
：９４２人

１号認定
：２，７１７人
２号認定
：１，４７３人
３号認定（０歳）
：２４４人
３号認定（１～２歳）
：８２１人

・みなみがおか幼稚園を公私
連携幼保連携型認定こども園
に移行し、定員拡大（１号認
定１００人、２号３号認定９
０人）
・令和２年４月１日からの定
員変更に向けた取り組みを進
めた。（公立こども園におい
て３号定員１６人増、２号定
員９人増、１号定員２５０人
減。私立の認定こども園及び
保育所において、保育利用定
員６人減。）

・第２期計画における目標確
保量に応じ、引き続き教育・
保育の場の提供と量の確保を
進める。

B 保育こども園課

P33
4-1-
(2)

教育・保育の質の向上

　短期大学等の指定保育士
養成施設や大学等との連携
を図り、幼稚園教諭と保育
士に対し十分な研修と処遇
の改善を行い、保育量だけ
でなく質の確保に務めま
す。

― ― ―

・職員の資質向上を図るた
め、研修情報の提供に努めた
ほか、市独自の研修事業も実
施した。

・引き続き、職員の資質の向
上を図るための研修情報の提
供に努めるとともに、必要に
応じた支援を行う。 A 保育こども園課

4-2-
(1)

利用者支援事業
（保育コンシェルジュ）

　子育て家庭からニーズの
多い、教育・保育施設や地
域の子育て支援事業等に関
するきめ細やかな情報提供
や相談、助言を実施する相
談員を配置し、保育を希望
する保護者の相談に応じ、
個別ニーズに合った保育
サービスの情報提供に努め
ます。

保育コンシェルジュ
：１人

保育コンシェルジュ
：１人

保育コンシェルジュ
：１人

・教育・保育施設や地域の子
育て支援の事業等の利用につ
いて情報集約と提供を行うと
ともに、保護者の相談に応
じ、必要な情報提供・助言を
行った。

・引き続き、教育・保育施設
や地域の子育て支援の事業等
の利用について情報集約と提
供を行うとともに、保護者の
相談に応じ、必要な情報提
供・助言を行う。

A 保育こども園課

4-2-
(2)

地域子育て支援拠点事業

　乳幼児を持つ親とその子
どもが気軽に集い、交流を
図り、育児相談ができる場
を、身近な地域に設置し、
子育てに対する負担感の緩
和、社会的孤立の解消など
を図ります。

ぽけっと２１
：７箇所

ぽけっと２１
：７箇所

ぽけっと２１
：７箇所
ちっちゃなて
：１箇所

鶴巻地区すんでよかったまち
づくり協議会が運営する
「ちっちゃなて」を地域子育
て支援拠点事業に位置付け、
ぽけっと２１が未設置であっ
た鶴巻地区に新たな拠点を設
置し、保護者が利用しやすい
環境整備を行った。

・引き続き、交流の場を提供
し、子育てに関する不安や負
担感の緩和、社会的孤立の解
消を図るとともに、より多く
の保護者が利用しやすい環境
整備に取り組む。

A 子育て総務課

P35
4-2-
(3)

妊婦健診事業

　妊婦の健康保持及び健康
な赤ちゃんを産み育てるた
め、妊婦と胎児の健康管理
に努めます。

事業対象者見込み量
：１３，５００回

事業対象者見込み量
：１３，５００回

妊娠中１４回の健診について
公費助成
延受診者数：９，７０７回

・妊娠届出の際に、母体と胎
児の健康増進のために、受診
に関する説明とともに受診勧
奨を行った。また、里帰り出
産等での償還払いの説明な
ど、個別で必要な支援につい
ての説明を丁寧に行うこと
で、継続的に受診することの
必要性を伝えた。
・妊婦健康診査で支援が必要
とされた妊婦に対しての支援
を充実するために、積極的に
産科医療機関との連携に努め
た。

・引き続き、妊婦健康診査の
重要性について伝えて、母体
と胎児の健康管理に努める。
・妊婦健康診査を通して必要
とされる支援を充実していく
ために、医療機関との連携を
更に図っていく。

C こども家庭支援課

令和元年度　秦野市子ども・子育て支援事業計画に係る具体的支援策等実施状況

P34

1 



計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
計画における
令和元年度

目標確保（見込）量

各課等の令和元年度
目標確保量

令和元年度
実績確保量

令和元年度
実施状況及び効果

今後の取組み
(第2期計画における取組み・

位置付け）

担当課
等の
評価

担当課等

P35
4-2-
(4)

乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん訪
問事業）

　生後４か月までの乳児の
いるすべての家庭を訪問
し、様々な不安や悩みを聞
き、子育て支援に関する情
報提供等を行うとともに、
母子の心身の状況や養育環
境等の把握及び助言を行
い、支援が必要な家庭に対
し、適切なサービスの提供
につなぐことにより、子ど
もの健やかな成長を図りま
す。

事業対象者見込み量
：１，０９８人

事業対象者見込み量
：１，０９８人

訪問人数
：８０６人

・新生児訪問事業による訪問
は（第１子、低出生体重児
等）は４８１人。
・こんにちは赤ちゃん訪問事
業による訪問（新生児訪問以
外の第２子以降）は３２５
人。
・子育て家庭の状況を把握
し、育児不安の軽減や地域か
らの孤立を防ぐとともに、支
援が必要な家庭を早期に把握
し適切な支援に繋げている。
・対象者は８３４人で、実施
率は９６．６％となってい
る。

・生後４か月までの乳児のい
るすべての家庭を対象に訪問
を実施する。
・訪問を希望しない家庭など
未訪問家庭の減少に努め、支
援が必要な家庭を早期に把握
し、対応する。

C こども家庭支援課

4-2-
(5)

養育支援訪問事業

　継続して養育に関する支
援が必要と判断した家庭に
訪問し指導・助言等をする
ことにより、適切な養育の
実施を確保します。

事業対象者見込み量
：２０人

事業対象者見込み量
：２０人

訪問人数
：２６人

・育児家事援助１人（１世
帯）、専門的相談支援２６人
（１４世帯）。
・育児家事援助は、社会福祉
協議会に委託しホームヘル
パーを派遣し、専門的相談支
援は、こども家庭支援課（保
健師、保育士等）が対応して
いる。

・乳児家庭全戸訪問事業等に
より把握した養育支援が必要
な家庭を訪問し、育児や家事
の直接的援助や専門的な相談
支援を実施することで、適切
な養育の確保に努める。 A こども家庭支援課

4-2-
(6)

子育て短期支援事業
（ショートステイ事業）

　保護者の病気その他の理
由で、家庭において児童を
養育することが一時的に困
難となった場合に、宿泊を
伴った一時預かりを行いま
す。現在、市内に児童養護
施設等がないことから具体
的な確保方策を設定してい
ませんが、今後、既存事業
や施設の活用を含め、ニー
ズに対応した取り組みを検
討していきます。

事業対象者見込み量
：３，３４７人日

※単位の「人日」とは１日あ
たりの利用者数×利用日（延
べ人数）です。

事業対象者見込み量
：３，３４７人日

※単位の「人日」とは１日あ
たりの利用者数×利用日（延
べ人数）です。

－ －

・市内に児童養護施設等がな
いため、近隣市町の広域利用
が可能な施設での受け入れを
検討するとともに、非施設型
（訪問型）や既存事業との複
合的な実施について検討す
る。 － 子育て総務課

4-2-
(7)

子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポー
ト・センター事業）

　地域の支援員が連携して
子育て支援を行う事業とし
て定着していますが、多様
化する保育ニーズに対応で
きるよう取り組んでいくと
ともに、制度の内容を知ら
ない保護者もいるため、新
たな周知方法を検討し、利
用者の拡大を図ります。

支援会員数
：９，０００人日

※単位の「人日」とは１日あ
たりの利用者数×利用日（延
べ人数）です。

支援会員数
：９，０００人日

※単位の「人日」とは１日あ
たりの利用者数×利用日（延
べ人数）です。

支援会員数
：９，０００人日
（実利用者数
：５，８９２人日）
※単位の「人日」とは１日あ
たりの利用者数×利用日（延
べ人数）です。

・女性の社会進出が進み、多
様化する保育ニーズに対応で
きるよう、研修を実施、支援
員確保に努めた。年度末から
発生したコロナ禍の影響で、
保護者が在宅ワーク、休職と
なったこと、送迎が必要だっ
た習い事が休みとなったこと
などから、活動件数が減と
なった。

・引き続き、多様化する保育
ニーズに対応できるよう取り
組むとともに、制度を知らな
い保護者も多くいるため、よ
り効果的な周知方法を検討
し、依頼会員、支援会員双方
の登録の増員に努める。

A 子育て総務課

P36

2 



計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
計画における
令和元年度

目標確保（見込）量

各課等の令和元年度
目標確保量

令和元年度
実績確保量

令和元年度
実施状況及び効果

今後の取組み
(第2期計画における取組み・

位置付け）

担当課
等の
評価

担当課等

①市立幼稚園預かり保育

　市立幼稚園１４園のうち
１３園（１園は一時預かり
を実施）で実施しており、
引き続き、保護者の就労や
疾病のほか、リフレッ
シュ、園児同士の交流など
多様化するニーズに対応し
ていきます。

確保量
：２３，１００人日

※単位の「人日」とは１日あ
たりの利用者数×開設日（延
べ人数）です。

確保量
：２３，１００人日

※単位の「人日」とは１日あ
たりの利用者数×開設日（延
べ人数）です。

確保量
：３８，４００人日

※８園×２０名定員×２４０
日開設として算出

・令和元年度の延べ利用人数
は１２，０７７人。
・園児数の減少及び３月は、
新型コロナウイルス感染症対
策として、原則就労等を理由
とした利用に限定したことに
より、延べ利用人数は減少し
たが、一人当たりの平均利用
日数は、前年度の約４．４日
に対し、今年度は約４．６日
とやや増加した。

・引き続き、安定した受け入
れ態勢を確保するとともに、
リフレッシュ利用を促進する
など、子育て支援の充実に努
める。

A 教育総務課

②一時預かり事業（保育
所等）

　一時預かり事業に影響を
与えている待機児童対策を
一層強化するとともに、民
間保育所等と連携し、実施
する保育所の拡充を図って
いきます。

確保量
：１０，４５３人日

※単位の「人日」とは１日あ
たりの利用者数×開設日（延
べ人数）です。

確保量
：１０，４５３人日

※単位の「人日」とは１日あ
たりの利用者数×開設日（延
べ人数）です。

確保量
：１４，８３４人日

※単位の「人日」とは１日あ
たりの利用者数×開設日（延
べ人数）です。

・保護者の一時的な疾病、出
産、介護等の多様な保育需要
に対応するため、公立認定こ
ども園５園及び民間保育所等
１０園において実施した。

・一時預かり事業に影響を与
えている待機児童対策を一層
強化するとともに、新規に開
設する保育所等での実施につ
いて事業者に投げかけるな
ど、安定的な確保を推進す
る。

A 保育こども園課

4-2-
(9)

延長保育事業

　多様化する保育ニーズへ
の対応や新制度の施行に伴
い、利用児童数の増加が見
込まれることから、延長保
育実施園に対する支援を継
続します。

実施施設
：１８箇所

実施施設
：１８箇所

実施施設
：３３箇所

・公立認定こども園５園及び
民間保育所等２８園において
実施した。

・多様化する保育ニーズに対
応していくため、今後も、引
き続き延長保育実施園に対す
る支援を継続する。 A 保育こども園課

4-2-
(10)

病児・病後児保育事業

　本市では、新たな子育て
支援策として、平成２６年
１０月からひろはたこども
園において病気の回復期に
ある児童を看護師と保育士
が付き添い、専用の保育室
で保育する病後児保育事業
を開始しました。これによ
り、児童の早期回復と保護
者の子育てと就労等の両立
を支援していきます。

確保量
：７３８人

確保量
：７３８人

確保量
：７３８人

・利用実績８４人
・市内保育所などへのパンフ
レット配架等の周知に努め
た。また、平成３０年４月か
らは中井町との地域利用協定
に基づき中井町の児童を受け
入れる体制とした。

・病後児保育事業について
は、対象となる保護者等に対
し周知を働きかけ、児童の早
期回復と保護者の子育てと就
労等の両立を支援する。
・病児保育事業費ついては、
非施設型（訪問型）による実
施も検討する。

A 保育こども園課

P39
4-2-
(11)

放課後児童健全育成事業

　保護者のニーズに対応で
き、また、今後も安定した
受入れに向けて、環境整備
に取り組むとともに、民間
事業者に対する支援に取り
組みます。放課後子ども教
室については、拡充に向け
て実施を希望する学校区の
調査、把握に努めていきま
す。

確保量
：１，１００人

確保量
：１，１００人

確保量
：１,１００人

・利用率は過去の平均で登録
児童数の７０％程度を見込ん
でいいるため確保量分の人数
は確保できている。

・放課後児童健全育成事業
（放課後児童ホーム）の安定
した運営に努めるとともに、
民間学童保育への支援を継続
する。
・放課後児童ホームと放課後
子ども教室の一体的な運営に
ついて、小学校の余裕教室等
の活用を踏まえながら順次実
施する。

A こども育成課

4-2-
(8)

P37

P38
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計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
計画における
令和元年度

目標確保（見込）量

各課等の令和元年度
目標確保量

令和元年度
実績確保量

令和元年度
実施状況及び効果

今後の取組み
(第2期計画における取組み・

位置付け）

担当課
等の
評価

担当課等

こども相談

　児童虐待の未然防止、早
期発見・早期対応を図るた
め、要保護児童対策地域協
議会の機能を活用し、関係
機関と連携した要保護児童
支援を行います。

―

家庭相談員６人、児童心理相
談員２人、心理相談員２人を
配置し、１８歳未満の子ども
に関する相談に対応する。

家庭相談員６人、児童心理相
談員２人、心理相談員２人を
配置し、１８歳未満の児童に
関する相談に対応した。

・新規延べ相談人数
(1)養護相談：３０１人
(2)保健相談：２人
(3)障害相談：１６人
(4)非行相談：２人
(5)育成相談：１８０人
(6)その他　：４人
・子どもの発達検査や心理面
接、保護者への相談対応を通
して、養育や生活に関する不
安・負担を軽減し、保護者の
養育を支援することができ
た。

・相談員の増員及び質の向上
を図り、子ども家庭総合支援
拠点の充実を図る。

A こども家庭支援課

母子家庭等自立支援教育
訓練給付事業

　母子家庭等の自立を促進
するために、スキルアップ
を支援します。母(父)子家
庭の母(父)が雇用保険の教
育訓練給付の講座を受講
し、終了した場合に経費の
一部を支給します。

―

対象者：３人 対象者：８人 ・母子家庭等の親が資格を取
得することにより、就業につ
ながり生活の安定を図ること
ができた。

・様々な機会を利用して事業
の周知を図り、利用者の拡大
に努める。
・国において母子家庭等の自
立支援が推進される中、本市
でも引き続き支援する。

A 子育て総務課

母子家庭等高等職業訓練
促進給付金等事業

母(父)子家庭の母(父)が就
職を容易にする資格を取得
し、生活の安定を図ること
ができるように支援しま
す。養成機関で１年以上の
教育課程を終業し、対象資
格の取得が見込まれる者に
一定額を支給します。

―

対象者：１３．５人 対象者：１０人 ・母子家庭等の親が資格を取
得することにより、就業につ
ながり生活の安定を図ること
ができた。

・様々な機会を利用して事業
の周知を図り、利用者の拡大
に努める。
・国において母子家庭等の自
立支援が推進される中、本市
でも引き続き支援する。

C 子育て総務課

障害児デイサービス事業
（たんぽぽ教室）

　発達の遅れや障害の疑い
がある就学前の児童に対
し、心身の発達を促し、機
能回復を図るため、個々の
状況にあわせた訓練指導を
行うとともに、保護者への
指導・助言をあわせて行い
ます。

―

利用者数（実利用人数）
：６００名/年間

利用者数（実利用人数）
：５９３名/年間

・心身に発達の遅れや障害の
ある就学前の児童とその親に
対して実施した。
・「食事」「排泄」「着脱」
などの日常生活訓練を実施
し、児童のよりよい発達を促
す。

・保護者面接を定期的に実
施、日々の療育についての記
録を充実させるなど改善を図
る。

B 障害福祉課

ことばの相談室

　就学前の児童（健常児・
障害児）を対象に、言葉の
発達上の問題及び精神発達
上の問題について、相談・
指導・訓練を行います。

―

新規発達検査：１７０件 新規発達検査：１５８件 ・近年グレーゾーン（境界線
級）と言われる児童の利用が
増えている。
・心理・発達検査のほかに個
別訓練、グループ訓練を行
い、発達に応じた訓練を実施
するなど療育の充実に努め
た。
・申請者数は２３２件（平成
３０年度は２０２件）となっ
ている。

・限られた予算の中、利用者
数の増大に対応するため、た
んぽぽ教室と連携しながら充
実を図る。
・新規で発達検査を受ける方
の待ち時間を解消する。 B 障害福祉課

②ひとり親家庭の自立支援の推進

①児童虐待防止

③障害児施策の推進

P41

P42

4-3-
(2)
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計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
計画における
令和元年度

目標確保（見込）量

各課等の令和元年度
目標確保量

令和元年度
実績確保量

令和元年度
実施状況及び効果

今後の取組み
(第2期計画における取組み・

位置付け）

担当課
等の
評価

担当課等

障害児早期療育推進事業

　就学児童を対象に、障害
の早期発見並びに早期療育
事業の推進のため、関係機
関等が早期に連携を保ち総
合的に処遇を図ります。

―

療育相談員：４名 療育相談員：４名 ・発達に心配のある乳幼児の
保護者に対し、療育資源を紹
介する療育相談員を配置。
・関係機関・施設等と連携を
図り、障害の早期発見及び早
期療育に努めた。
・統合教育・保育の実施に当
たり、専門家を交えて早期療
育事業推進会議を実施し、統
合を利用するべき適切な判断
に努めた。

・早期療育システムの円滑な
運営及び関係機関と連携を推
進する。

A 障害福祉課

巡回相談回数：７５回 巡回相談回数：９３回
（保育園１１園×３回＝３３
回、こども園５園×３回＝１
５回、幼稚園８園　計４５
回）

・保護者の了解の前提のも
と、必要によっては園に出向
き観察保育を実施しながら運
用に努めた。
・年３回の巡回相談に療育相
談員を派遣し、対象ケースの
経過観察に努めた。

・早期療育システムの円滑な
運営及び関係機関との連携を
推進する。

A 障害福祉課

― ―

・関係各課、認定こども園及
び保育所等との連携と情報交
換を行ったことにより、統合
保育の推進を図ることができ
た。

・引き続き、関係各課、認定
こども園及び保育所等との連
携と情報交換を行うことによ
り、統合保育の推進を図る。

A 保育こども園課

　園児・教職員・保護者等の
保育支援や面談等併せて７５
件の目標を設定し、個別の支
援が必要な園児への支援の充
実を図る。

　園児・教職員・保護者等の
保育支援や面談等を併せて８
２件の相談に対応した。

・各幼稚園における支援体制
を整えるために、臨床心理士
等を派遣するとともに、ケー
ス会議の活用をしながら教職
員の資質向上に努める。
・保護者の了解のもと、園に
て観察保育を実施し円滑な運
営及び関係機関との連携に努
める。

・個別の支援が必要な就学前
園児に対して適切な支援がで
きるように取り組む。

A 教育指導課

働き方の見直しを促進す
る啓発活動

　すべての人が仕事と家庭
を両立できるような働き方
を選択できるようにすると
ともに、男性・女性にかか
わらず、また労働者・事業
者にかかわらず「働き方の
見直し」の意識を高めるこ
とが必要です。そこで、国
や県が実施する各種啓発事
業の周知を図っていきま
す。

―

　労働法や仕事と育児・介護
の両立に向けた支援制度の活
用について、チラシの配架及
び市ホームページへの掲載を
随時行う。

　労働法や仕事と育児・介護
の両立に向けた支援制度の活
用について、チラシの配架及
び市ホームページへの掲載を
随時行った。

・国、県等と連携し労働法や
働き方、仕事と育児・介護の
両立に向けた支援制度の活用
についてチラシ配架及び市
ホームページに掲載すること
で啓発を図った。

・引き続き、国や県等と連携
を図り、労働法や仕事と育
児・介護の両立に向けた支援
制度の広報や啓発に努める。

A 産業振興課

女性の就業支援の充実

　現在、市主催の就職支援
個別カウンセリングにおい
ては、女性専用相談日を設
置するとともに、保育ボラ
ンティアによる保育も実施
していますが、さらに就業
意欲のある女性を支援して
いくため、本事業や就労に
関する各種相談会等のより
一層の周知・利用促進を
図っていきます。

―

　求職者就職支援カウンセリ
ング時の保育を１２回実施
し、街頭労働相談会を２回、
労働講座を３日間開催する。

  求職者就職支援カウンセリ
ング時の保育を１２回実施
し、街頭労働相談会を２回、
労働講座を３日間開催した。

・求職者就職支援カウンセリ
ングで女性専用日を４日間実
施した。また、保育ボラン
ティアによる保育を４月から
毎月１日（計１２日）実施
し、女性の就労支援に努め
た。
・県と共催し、街頭労働相談
会を２回（１０月、２月）実
施した。
・県と共催し、パワーハラス
メント防止対策や、同一労働
同一賃金等をテーマとした労
働講座を２月、３月に３日間
開催した。

・求職者就職支援カウンセリ
ング時において、女性専用日
や保育の実施日を次年度以降
も継続して設置し、女性の就
労支援に努める。
・引き続き県と共催し、街頭
労働相談会及び労働講座を実
施し、就労に関する周知を図
る。 A 産業振興課

　集団生活の中で、個別の
支援が必要な児童に対して
の統合保育・統合教育を実
施する。
また、早期療育システムの
円滑な運営及び関係機関と
の連携を推進します。

統合保育・教育の実施 ―

P43
4-3-
(3)

P42
4-3-
(2)
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第５章　市独自の支援策

計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
計画における
令和元年度

目標確保（見込）量

各課等の令和元年度
目標確保量

令和元年度
実績確保量

令和元年度
実施状況及び効果

今後の取組み
(第2期計画における取組み・位

置付け）

担当課
等の
評価

担当課等

母子保健コーディネー
ターの配置

　妊娠届出時等の際、妊婦
等が抱える不安を受け止
め、必要に応じた生活状況
を把握し、本人の意思を十
分に確認したうえで支援計
画を立てます。必要な支援
を総合調整し、それらの効
果を評価・確認しながら、
母子の自立までを包括的・
継続的に支えていきます。

―

２名配置 ２名配置 ・母子保健コーディネーター２
名を中心として、全妊婦を対象
に面接を行い、母子健康手帳交
付を行った。面接の情報から周
産期に支援が必要な妊婦には、
保健師と助産師により切れ目の
ない支援に努めた。
・妊娠中から、電話相談や面接
等で支援を行うことで関係性を
築き、産後の支援をスムーズに
行うことができた。

・「母子保健コーディネーター
配置」については目標確保量に
設定せず、「子育て世代包括支
援センター業務」として取り組
む。
・妊娠期から出産、育児まで、
妊産婦と乳幼児（胎児を含
む）、その家族の健康の維持向
上を図り、特に妊娠届出は、母
子保健担当として支援の入口に
あたるため、対象者が安心を感
じられる拠点として、母子保健
コーディネーターを中心とした
専門職と顔の見える関係を築け
るよう努める。

A こども家庭支援課

産前・産後サポート事業

　先輩ママやシニア世代が
子育て家庭を訪問し、話し
相手や一緒に外出するなど
きめ細やかな支援を行いま
す。

―

４か月児健康診査時ふれあいサ
ロンほっとコーナー
：８７４組

４か月児健康診査時ふれあいサ
ロンほっとコーナー
：８５１組

・出産後、市で受診する初めて
の健診であり、きょうだい児と
同行している場合にも保護者は
緊張や戸惑いを持つことも多
い。サロンがあることで母親等
は安心して受診でき、地域の情
報を得る機会となった。

・先輩ママやシニア世代にあた
る、民生委員・児童委員主体
で、社会福祉協議会の協力のも
と実施している事業。
国の示す事業内容と体制は異な
り、具体的な支援策として位置
づけはしない方向。

B こども家庭支援課

産後ケア事業

　産後の心身ともに不安定
な時期に、家族等から家
事、育児等の十分な援助が
受けられない者で、母親に
体調不良または育児不安等
がある母子を対象とし、宿
泊やデイケアサービス（母
体ケア、乳児ケア、育児に
関する指導、カウンセリン
グ等）を実施し、心身の安
定と育児不安の解消を図
り、児童虐待の未然防止を
図ります。

―

・妊娠・出産包括支援事業検討
会　１回開催
・ママと赤ちゃんのための産後
ゆったりルームぽっかぽか
２１回開催

・妊娠・出産包括支援事業検討
会３回（打合せ含む）開催
・ママと赤ちゃんのための産後
ゆったりルーム　ぽっかぽか
１８回、参加組数１２５組
（新型コロナウイルス感染拡大
防止のため２回休止）
・同窓会１回、参加組数１５組
（新型コロナウイルス感染拡大
防止のため１回休止）
・センター以外
弘法の里湯１回（１０組）
上幼稚園旧園舎１回（８組）

・令和元年度開始の事業で直営
で日帰り型を実施。新生児訪問
等で、育児不安がある等継続支
援が必要な母子を対象に、助産
師、栄養士、保健師等により支
援を行った。地区担当の保健師
との顔合わせを行い、事業終了
後も気軽に相談ができるよう努
めた。
・参加者同士の交流の場や子育
てに役立つ資源の説明を行うこ
とで、事業終了後も交流を続け
られる機会ができた。
・妊娠・出産包括支援事業検討
会を実施し、日帰り型事業の実
施評価や、宿泊型事業について
も候補事業者も含め実施に向け
た方向性の検討を行った。

・引き続き、日帰り型事業を実
施し、ゆっくり丁寧に支援する
ことで、心身の安定を図り育児
不安の軽減が図れるよう努め
る。
・宿泊型事業開始に向けて、民
間委託について具体的な方向付
けを目指す。

B こども家庭支援課

母子健康手帳の交付及び
妊婦面接

　妊娠届出書を受理し、母
子健康手帳を交付します。
妊婦との面接により妊娠か
ら出産に向けた不安等に対
応し、子育てまでの継続的
な支援の開始とします。

―

・妊娠届出数
：８５０件
・母子健康手帳交付数
：８５０件

・妊娠届出数
：８４８件
・母子健康手帳交付数
：８５６件
・妊婦支援（実）
：面接：８９３件
（転入４５人も含む）
：電話：２８８件
：訪問：１９件

・専門職が全妊婦を対象に、面
接を行い同時に状況に応じた助
言・支援を行った。具体的には
同席した父親やパートナーに
は、パパカードなどを用いなが
ら説明を行い、父親の役割や心
構えなど、同席者にも支援を
行った。また、妊娠届出時の面
接の際には、充実した支援に向
けて、これまで使用していたア
ンケート内容の見直しや支援プ
ランを作成し提示するなどの工
夫を行った。

・「母子健康手帳の交付及び妊
婦面接」については目標確保量
に設定せず、「子育て世代包括
支援センター業務」として取り
組む。

以下、「母子保健コーディネー
ターの配置」と同じ。

A こども家庭支援課

令和元年度　秦野市子ども・子育て支援事業計画に係る具体的支援策等実施状況

P47
5-1-
(2)
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計画書
項目
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担当課等

P47
おめでた家族教室（父親
母親教室）

　夫婦で妊娠・出産・育児
等についての知識や技術を
習得し、親としての自覚や
役割について考える場とし
ます。

―

実施回数：３５回
（土曜日開催５回を含む）
※祖父母教室年２回
年間参加延人数：４８０人

＜おめでた家族教室>
実施回数：３３回
（新型コロナウイルス感染拡大
防止のため２回休止）
参加延人数：３９０人（母：２
６４人、父等：１２６人）
※上記のうち土曜日参加者１２
９人、スペシャル版４７人
＜はじめての祖父母教室＞
・実施回数２回
・参加延人数３６人

・新型コロナウイルス感染症拡
大防止により一部教室を休止し
たため、電話支援や個別開催な
ど安全面に配慮した形で支援し
た。
・全体の実施回数は、昨年度と
比較して減少しているが、新た
な試みとして就労等で多忙な夫
婦を対象にしたスペシャル版は
参加者が多くニーズが高い。
・祖父母教室は、妊婦又は祖父
母のいずれかが市内在住であれ
ば、市外在住の妊婦又は祖父母
も受入れており、子育ての支援
者として期待できる。

・引き続き、妊娠届出時を中心
に教室を周知し、妊娠週数を確
認のうえ、特に第１子について
は、個別に受診勧奨し、安全な
出産に向けた支援を行う。
・産後の母の精神面の変化や夫
婦間の協力の必要性について伝
え、父親が主体的に行動できる
ようにする。
・子育ての支援者となる、祖父
母教室も継続実施が必要。

B こども家庭支援課

マタニティクッキング

　妊娠中の栄養、適正な体
重増加についての知識や栄
養バランスが取れた具体的
な食事について体験、支援
します。

― ― ―

・おめでた家族教室の２日目と
して実施した。実績は上記に含
む。

・具体的支援策は「マタニティ
クッキング」ではなく、「おめ
でた家族教室」に含める。 － こども家庭支援課

妊婦健康診査費用助成事
業

　妊婦の健康管理を図るた
め、妊娠中１４回の健診に
ついて助成を行います。

―

妊娠中１４回の健診について公
費助成
延受診者数：９，８００人

妊娠中１４回の健診について公
費助成
延受診者数：９，７０７人

・妊娠届出の際に、母体と胎児
の健康増進のために、受診に関
する説明とともに受診勧奨を
行った。また、里帰り出産等で
の償還払いについて、個別で説
明を行うことで、継続的に受診
することの必要性を伝えた。

・「妊婦健康診査費用助成事
業」を、「妊婦健康診査費用及
び妊婦歯科健康診査費用助成事
業」とする。
・妊婦と胎児の健康管理の重要
性を十分理解することや費用の
負担軽減を図ることにより、妊
婦健康診査の定期受診や歯科健
康診査を確実に受診できるよう
にする。また、必要時医療機関
との連携により、妊産婦支援の
充実を図る。

B こども家庭支援課

妊産婦・新生児、未熟児
訪問指導

　妊産婦・新生児の健康を
守るため、助産師や保健師
による家庭訪問を行い、日
常生活全般における相談等
支援を行います。妊産婦の
不安緩和や健康管理、産後
の経過確認、新生児の健全
育成を促進します。

―

妊産婦訪問
：６２０回（延）
新生児訪問
：４２０回（延）
未熟児訪問
：１００回（延）

妊産婦訪問
：６２１回（延）
新生児訪問
：４２６回（延）
未熟児訪問
：９４回（延）

・妊娠期から出産、新しく児を
迎えての生活においては、心身
ともに不安定になる傾向であ
る。助産師、保健師が訪問し、
育児環境、育児手技や児の発育
状況、母親の身体状況の確認や
助言を行うことで、不安の軽減
や児の健全な発育促進に努め
た。
・里帰り先でも訪問などの支援
が受けられるよう、他自治体と
積極的に連携を図った。

・引き続き、助産師や保健師に
よる家庭訪問を実施し、妊娠期
から出産、子育て期にかけての
切れ目のない支援に努める。

A こども家庭支援課

特定不妊治療費助成事業

　不妊症に悩む夫婦の経済
的負担の軽減を図るため、
特定不妊治療を受けた夫婦
に対し、治療費の一部を助
成します。

― ―

助成実施件数：９２件 ・「神奈川県不妊に悩む方への
特定治療支援事業」で助成決定
された人に、上乗せ助成（上限
５万円）を実施。

・「特定不妊治療費及び不育症
治療費助成事業」とし、少子化
対策の一環として、今後も不妊
症に悩む夫婦の経済的負担の軽
減を図るため、助成事業を行
う。

A こども家庭支援課

不育症治療費助成事業

　不育症に悩む夫婦の経済
的負担の軽減を図るため、
不育症治療を受けた夫婦に
対し、治療費の一部を助成
します。

― ―

申請なし ・不育症と診断された後、妊娠
を継続し出産した人に保険外治
療費の２分の１（上限２０万
円）を助成。令和元年度は申請
がなかった。

同上

― こども家庭支援課

P48

5-1-
(2)
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計画書
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担当課
等の
評価

担当課等

家庭訪問・電話相談・所
内面接（新生児・未熟児
を除く）

　育児不安解消、虐待予防
等、ハイリスク者を含め、
必要と判断した対象（原
則、就園前までの乳幼児と
親）に実施します。

―

地区担当保健師の訪問延件数
：８００件

地区担当保健師の訪問延件数
：８１７件

・妊娠期から乳幼児まで、継続
支援を必要とする家庭に対し、
個別対応で実施。

・引き続き、相談したいときに
相談ができるよう顔の見える関
係を大切にし、継続実施する。 A こども家庭支援課

乳幼児健康診査

　各月齢・年齢に応じた成
長・発達の確認、子どもに
合った健康の保持増進及び
食育やことばの発達への支
援を行います。

―

４か月児：８７４人
７か月児：８６７人
１歳児：９２０人（※）
１歳６か月児：８７４人
２歳児：９８３人
３歳６か月児：１，０５４人

※１歳児健診のみ医療機関委託
のため随時実施
他、集団方式により実施回数年
各２４回

４か月児：８５１人
７か月児：８４２人
１歳児：８７８人（※）
１歳６か月児：８４７人
２歳児：９３７人
３歳６か月児：１，０１５人
※１歳児健診のみ医療機関委託
のため随時実施

集団方式
４か月児　２４回
７か月児、１歳６か月児、２歳
児、３歳６か月児は各２３回
※令和２年３月　新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため、
４か月児以外各１回休止

・各月齢・年齢に応じた発育・
発達の確認のほか、子どもに
合った健康の保持増進及び食育
やことばの発達を促し、安心し
て子育てできるよう支援に努め
た。
・年度末は、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止に努めて実施
した。

・引き続き、集団健診の特性を
活かし、妊娠期から継続的な関
わりの体制により、安心して子
育てに臨めるよう、育児支援の
充実を図る。また、委託健診に
ついても必要時、医療機関連携
に努める。
・新型コロナウイルス感染症拡
大防止を十分検討し、配慮した
実施に努める。

B こども家庭支援課

乳幼児健診未受診者対策

　対象月未受診者に対し、
受診勧奨文書の送付や電
話、訪問により、未受診者
の状況把握を行い、確実な
健診受診を促す。

―

対象家庭全数に実施 ・未受診対象者１０２件のう
ち、９６件（９４．１％）に実
施。未実施の６件は、コロナ禍
であり電話にて状況確認済み。
※新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため休止した月は、状
況を鑑み、翌年度実施とする。

・未受診者に対し受診勧奨とと
もに、養育状況や発達の確認を
した。必要に応じて、児童福祉
担当部署と連携して状況の把握
に努めた。

・未受診者対策を独立させず、
「乳幼児健康診査」に含める。
・受診勧奨ハガキの送付、訪問
により、受診勧奨及び養育状況
の確認について、できるだけタ
イムリーな実施をし、児童福祉
担当部署との連携を引き続き行
い、全数把握に努める。

A こども家庭支援課

乳幼児経過検診（ニコニ
コきっず相談）

　乳幼児健診等で経過観察
を必要とする親子に、医
師、管理栄養士、心理相談
員、保健師による個別相談
を行います。

―

実施回数：１２回
受診者（延）：１６０人

実施回数：１２回
受診者（延）：１８７人

・乳幼児健康診査から経過観察
が必要であったり、子育てに関
することで心配がある親子等を
対象に、専門的な視点での支援
に努めた。

・予約制のため、参加者の個別
性に応じた専門的支援が可能で
ありニーズが高い。多職種での
相談対応ができる貴重な場であ
り、継続実施する。

A こども家庭支援課

育児講座（目指せイクメ
ン講座）

　子どもの成長発達に合っ
た講座を通し、子育てにお
ける父親の役割について学
びます。 ―

実施回数：５回（全て土曜）
参加者（延）：１４５人

実施回数：５回（全て土曜）
参加者（延）：１６７人

・子育てに関する知識の普及啓
発やふれあい遊びの体験、参加
者と「おめでた家族教室」との
交流を通じて、父親の役割、夫
婦での協力や思いやりの重要性
を再認識できる機会となった。

・引き続き、父が参加しやすい
講座の充実を図り、ほかの子育
て家庭、父親との交流を図りな
がら、夫婦で協力しあうことを
学ぶ場として、継続実施する。

A こども家庭支援課

離乳食セミナー

　子どもの食べる意欲、消
化吸収等の身体の発達、情
緒の発達、発語等を促す食
事の大切さを伝え、食育か
らの支援を行います。

―

事業の実施回数：２１回
参加人数：５５０人

事業の実施回数：１８回
参加人数：４７９人

・家庭でも食育を実践する意欲
を育めるよう努めた。
・参加者アンケートからは試食
ができ、実際の作り方を具体的
に学ぶことができよかった等の
感想が多く聞かれた。家でも実
践できそうとの回答は９９．
０％であった。
・新型コロナウィルス感染拡大
予防のため、３回休止となっ
た。

・離乳食についての理解や認識
を深め、食生活の支援と不安の
解消に努める。

B こども家庭支援課

幼児食と歯のセミナー

　食べることからのむし歯
予防を啓発し、子どもの食
べる意欲、身体、情緒、こ
とばの発達を促す食事の大
切さを伝え、食育としての
支援を行う。

―

実施回数：１０回
参加人数：１５０人

実施回数：８回
参加人数：１０８人

・「早寝、早起き、朝ごはん」
の生活習慣づくりの重要性を伝
え、虫歯予防との関連性も学ぶ
ことから、家族で生活習慣も見
直す機会となっている。
・新型コロナウィルス感染拡大
予防のため、２回休止となっ
た。

・幼児期における望ましい食生
活についての理解や認識を深
め、子どもを含めた家族全体の
食生活改善を促し、共食を通じ
た食支援に努める。 B こども家庭支援課

P50
5-2-
(2)
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P50 親子育児教室

　集団の特性をいかした自
由遊び・親子体操・課題遊
び・紙芝居等の遊びを通じ
た親子支援を行います。

―

実施回数：３６回 実施回数：３３回
参加人数：７１３人

・子どもの発達に合わせた遊び
の提供や個別相談を通じて、育
児不安や発達の心配などにきめ
細やかに対応した。
・専門職と相談をしながら発達
を見守りたい人が多く、参加実
人数は増え、また父親の参加も
多かった。
・新型コロナウィルス感染拡大
予防のため、３回休止となっ
た。

・子どもの発達や関わり方に不
安を感じている家庭に合った支
援の一つとして、引き続き丁寧
に相談や集団の特性を生かした
事業に努める。

B こども家庭支援課

育児相談事業

　子育てサロン（ほっとサ
ロン等）からの協力依頼に
より、地区担当保健師が育
児相談等に応じます。

―

依頼に応じた実施
実施回数：２４回
参加人数：５３２人

実施回数：２５回
参加人数：６５１人

・地域で子育て支援をする民生
委員等との連携により、地区担
当保健師等が、出向く形で親子
が生活する身近な場所での相談
対応に努めた。

・引き続き、地域の子育て支援
者との連携により、不安を軽減
し、保護者が自信を持てるよう
親子支援に努める。

A こども家庭支援課

幼稚園における楽しい食
育事業

　食育キャラクターを作成
し、年長児を対象に「早
寝・早起き・朝ごはん」の
大切さを伝える食育を実施
し、就学までの子どもの健
やかな成長・発達への切れ
目のない継続した支援を行
います。併せて、保護者へ
「早寝・早起き・朝ごは
ん」の大切さを伝え、子育
てを支援します。

―

実施回数：２７回
参加者人数：１,５００人

実施回数：２１回
参加者人数：１,２７８人

・多くの園児や未就園児とその
保護者に対して実施することが
できた。
・食育キャラクターを活用する
ことで、楽しみながら食につい
て学ぶことができ、興味や関心
を高めることにつながってい
る。

・「認定こども園、幼稚園、保
育所等における楽しい食育事
業」に変更。
・引き続き各園と連携し、食育
キャラクターを活用して事業を
実施し、子どもや保護者が楽し
みながら望ましい食習慣づくり
ができるよう支援する。

B こども家庭支援課

はだの生涯元気プラン
（秦野市食育推進計画）
推進事業

　プランの進行管理や、プ
ランに基づく食育事業によ
り、子育て支援の充実を図
ります。

―

第２次はだの生涯元気プラン
（秦野市食育推進計画）の進行
管理

第２次はだの生涯元気プランの
進行管理

・第２次はだの生涯元気プラン
について、庁内会議及び委員会
を各１回開催し、進行管理を
行った。

・次期プランを策定し、庁内会
議及び委員会において進行管理
を行う。検討によって得られた
意見を反映させていく。

A こども家庭支援課

予防接種事業

　疾病予防のため予防接種
法に基づく予防接種を実施
する。

―

接種率（抜粋）
ヒブ１回目：９４．１%
小児用肺炎球菌１回目
：９４．２%
ＢＣＧ：９２．３%
麻しん・風しん１期
：９４．３%

接種率（抜粋）
ヒブ１回目：９３．０%
小児用肺炎球菌１回目
：９３．２%
ＢＣＧ：９８．２%
麻しん・風しん１期
：９３．０%

・予防接種法に基づき、乳幼児
や小中学生に各種予防接種を実
施。また、国の緊急事業とし
て、成人男性に対し第５期風し
んの抗体検査及び予防接種を開
始。

・接種率向上のため、引き続き
接種勧奨を行う。

B こども家庭支援課

小児医療費助成事業

　子どもの健康の維持及び
健全な育成を支援するた
め、入院･通院にかかる費用
の保険適用を受ける医療費
自己負担分を助成します。

―

助成対象者：18,400人
助成件数：273,940件
助成費：530,254,000円

助成対象者：17,212人
助成件数：233,073件
助成費：491,189,408円

・平成３１年４月１日から、通
院の助成対象を中学校３年生ま
でに拡大した。

・引き続き、小児が安心して医
療を受けることができる環境整
備を図るとともに、助成制度の
拡充等については、近隣自治体
の状況や社会情勢を見極めてい
く。

B 子育て総務課

小児救急医療体制整備事
業

　休日の終日及び平日夜間
における入院を要する小児
救急医療については、秦野
伊勢原医師会の事業地域に
おいて、空白がないよう受
入れ態勢を整え、実施して
いきます。また、入院を要
しない場合は、秦野伊勢原
医師会が休日夜間急患診療
所において救急医療を実施
します。

―

平日夜間：２９０日
休日昼間：７６日
休日夜間：７６日

平日夜間：２９０日
休日昼間：７６日
休日夜間：７６日

・休日の終日及び平日夜間にお
ける入院を要する小児救急医療
については、秦野伊勢原医師会
の事業地域において、空白がな
いよう受入れ態勢を整え、実施
出来た。
・入院を要しない場合は、秦野
伊勢原医師会が休日夜間急患診
療所において救急医療を実施で
きた。

・休日の終日及び平日夜間にお
ける入院を要する小児救急医療
については、秦野伊勢原医師会
の事業地域において、空白がな
いよう受入れ態勢を整え、実施
していく。
・入院を要しない場合は、秦野
伊勢原医師会が休日夜間急患診
療所において救急医療を実施し
ていく。

A 健康づくり課

5-2-
(2)

P51
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計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
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担当課
等の
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担当課等

青少年非行防止

　非行防止のための各種啓
発用パンフレットの作成・
配布、青少年に有害な社会
環境の実態調査や非行防止
意識の高揚を図るための講
演会など、環境浄化に向け
た取り組みを進める。ま
た、非行防止のための街頭
指導を推進していく。

―

啓発パンフレット
：３，０００枚作成

社会環境調査の実施
・書店：７店舗
・インターネットカフェ・まん
が喫茶：１店舗

啓発パンフレット
：３，０００枚作成

社会環境調査の実施
・書店：７店舗
・インターネットカフェ・まん
が喫茶：１店舗

啓発パンフレットの状況
・「ケータイ　スマホ」の適切
な利用に関するパンフレット
３，０００枚作成し市内１３の
小学校５～６年生けに配布し、
家庭内での注意喚起を促した。

社会環境調査の実施状況
青少年の社会環境を把握するた
め、市内の関係店舗の実地調査
を行い県に報告した。

・引き続き、非行防止のための
啓発活動を継続して行う。

A こども育成課

地域・団体活動の推進

　青少年が地域でともに学
び育つ心を養っていくため
に、中学生及び高校生を中
心とした青少年リーダーの
養成と自主的に活動してい
る団体に対する支援体制の
一層の充実に努める。 ―

・青少年指導員 全体研修会
：２回

・秦野市子ども会育成連絡協議
会
補助金：528,000円
（子ども会：３８単位
会員数：１，８２６人、
高校生：１１人、
中学生：１８８人、
小学生：１４1０人、
幼児：２１７人）

・青少年指導員 全体研修会
：２回

・秦野市子ども会育成連絡協議
会
補助金：528,000円
（子ども会：３８単位
会員数：１，８２６人、
高校生：１１人、
中学生：１８８人、
小学生：１４1０人、
幼児：２１７人）

・青少年指導員全体研修会２回
実施
子どもたちの活動を支える青少
年指導員のスキルアップを目的
に全体研修会を開催した。
・秦野市子ども会育成連絡協議
会へ助成し、その活動を支援し
た。

・地域における青少年育成のた
めの諸団体相互の連絡・協調を
図り、地域ぐるみの青少年育成
活動を支援していく。

A こども育成課

放課後子ども教室の推進

　放課後の安全・安心な子
どもの活動拠点（居場所）
の確保を図り、地域の方々
の参画を得て、子どもたち
と共に勉強やスポーツ・文
化活動、地域住民との交流
活動等の取り組みを実施す
ることにより、子どもたち
が地域社会の中で、心豊か
で健やかに育まれる環境づ
くりを推進する。

―

年間２６回実施
１回あたり２５名の参加を目指
す。

年間２６回実施
参加人数延べ８１０名（内訳児
童延べ６４２名、延べボラン
ティア１６８名）
１回あたりの参加者約３１名で
概ね目標を達成した。

・上小学校の児童を対象にかみ
放課後子ども教室を学校・家
庭・地域住民等と協働で実施
し、地域住民との交流活動を通
じて、子ども達を育む取り組み
を行った。また、関係団体と連
携して、子ども達が地域社会で
心豊かで健やかに育まれる環境
づくりに努めた。

・ボランティアや関係団体等ら
と連携し、子ども達が健やかに
育まれる環境づくりに継続して
取り組む。

A 生涯学習課

P53
5-3-
(2)

ブックスタート事業

　７か月健康診査におい
て、絵本を開く楽しい体験
とともに、絵本を贈呈し、
親子のふれあいを支援す
る。

―

健診対象者への絵本配布率
：９８％

健診対象者への絵本配布率
：９９．３１％

・絵本の読み聞かせを通じて、
赤ちゃんとの大切な時間を、参
加された保護者一人ひとりに体
験していただくことができた。

・ボランティア等の協力を得
て、市内みんなで子育てを応援
しているというメッセージを伝
えるとともに、乳児向けのおは
なし会、読書等による親子の楽
しいひとときの機会の充実に継
続して取り組み、親子で使いや
すい図書館の運営に努める。ま
た、配布する絵本の種類を定期
的に一部変更することで、第２
子以降の保護者の選べる幅を広
げ、利用者ニーズへの対応に努
める。

A 図書館

5-2-
(2)

P51
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担当課等

赤ちゃんふれあい体験事
業

　中学生が赤ちゃんとの触
れ合いを体験することで、
命の尊さを学び、親と子の
関係を考え、自分自身を見
つめなおす機会とします。 ―

実施回数：３回
参加人数：２０名

実施回数：３回
参加人数：２２名

・市内９中学校に呼びかけ、３
校が参加。参加した生徒は、乳
児健診に来所した母子に体験談
を聞いたり、抱っこさせてもら
うといった体験ができた。自身
の命の尊さや、親子の絆を考え
る機会となった。

・引き続き、市内中学校と連携
して中学生が赤ちゃんと触れ合
うことができる機会を提供す
る。

A こども家庭支援課

禁煙講演会

　市内小中学校において禁
煙講演会を実施し、早期か
らの喫煙防止教育、子ども
から親への禁煙を啓発しま
す。

―

小学校３校
中学校２校
（児童・生徒計８７２名に実
施）

小学校３校
中学校２校
（児童・生徒計８７２名に実
施）

・例年、依頼がある学校に加
え、今年度は新規に１校が依頼
があった。学校長宛てに、チラ
シ等で広く周知しているため依
頼が増え、多くの児童生徒に喫
煙防止教育を行うことができ
た。

・引き続き市内小中学校の児童
生徒向けに、広く喫煙防止教育
を実施し、若い世代の喫煙者を
減らすことが、喫煙者の減少に
寄与し、健康増進につながる取
り組みとして実施していく。

A 健康づくり課

薬物乱用防止教室

　各小中学校において、神
奈川県の「喫煙・飲酒・薬
物乱用防止教育推進事業」
等を活用し、県警の少年相
談員や青少年相談員等を講
師として依頼し、講演会や
学習会を開催する中で児童
生徒に啓発を行います。

―

小・中学校２２校 小・中学校１６校 ・薬物乱用防止教室は県警少年
相談保護センターや地域の社会
奉仕団体の協力のもと、市内の
小学校８校、中学校８校の計１
６校で実施された。
・発達段階に合わせた継続的な
薬物乱用防止教育の一助となっ
ている。
・新型コロナウィルス感染症の
影響による臨時休校のため、６
校が未実施となった。

・薬物乱用防止教室は学校保健
計画に位置付け、中学校におい
ては年１回の開催を目指すとと
もに、小学校においても発達段
階に応じた開催が可能となるよ
う、警察や社会奉仕団体等関係
機関と連携した取組みを推進す
る。

C 教育指導課

秦野市立小学校における
巡回教育支援相談事業

　市内の各小学校に週1回配
置され、児童、保護者、教
職員からの学校生活等に関
する相談に応じます。

―

　児童、保護者、教職員、地域
住民等より電話、面談、学習支
援等併せて６００件を目標と
し、教育指導課・教育研究所と
の連携を図り児童・生徒指導に
取り組んだ。また、市内不登校
児童生徒の分析を行った。

　児童、保護者、教職員、地域
住民等より電話、面談、学習支
援等併せて６５２件の相談に対
応するとともに、教育指導課・
教育研究所とも連携を図り児
童・生徒指導を実施した。

・市内各小学校及び上幼稚園跡
地に週１回程度派遣し、校内の
巡回や面談及び電話による相談
活動等を実施した。
・関係機関へつなげたり、粘り
強く相談に応じたりすることで
児童、保護者や教職員の不安を
和らげることができた。
・不登校児童生徒の分析を進め
たことで、支援の強化につなげ
ることができた。

・教職員課の事業であるスクー
ルサポートスタッフ派遣事業と
の一体化が図られたため、相談
活動の実施状況及び事業成果が
更に上がっていくよう、体制の
見直しを行う。さらに教育支援
教室や訪問型個別支援事業、小
学校との連携、情報の共有等を
行いながら相談事業の充実を図
る。

A 教育指導課

P54
5-4-
(2)
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